予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費
	事業名　観光資源ブラッシュアップ推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

商工労働部　観光課　観光資源係　電話番号：058-272-1111（内3075）

E-mail： c11334@pref.gifu.lg.jp
	（平成２６年４月１日以降のこの事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

商工労働部　観光課　観光資源係　電話番号：058-272-1111（内3073）

E-mail： c11334@pref.gifu.lg.jp


１　事業費　　        2,500千円（前年度予算額：2,500千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	2,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,500

	要求額
	2,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,500

	決定額
	1,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
「岐阜の宝もの」をはじめとする地域資源のブランド構築や、地域資源を活用したまちづくりなど、地域主体の観光資源の魅力向上の取組みを支援するため、県では県内各地への有識者派遣制度を進めているところである。一方、平成２５年度に、県主体によるまち歩き・街道歩き事業を実施し県内各地で着地型体験プログラム造成を進めた結果、対象地域に地域資源を活かした着地型観光推進の意欲が高まったにとどまらず、他地域でも同様の動きが見られたが、地域主体では具体的な手法がわからないなどの課題がある。
（２）事業内容

意欲ある地域を支援することで地域主体の観光推進をめざし、（１）着地型体験プログラムを支える人材（ガイド、企画等）の育成、（２）観光資源の発掘、磨き上げ、活用等の支援、この２点を目的とした有識者の派遣及び研修会を行い、観光産業を支える「おもてなし」人材の育成を図る。

・着地型体験プログラムを支える人材（ガイド、企画等）の育成：1,538千円
（有識者・職員派遣、研修会開催、事務費）

・有識者の派遣による観光資源の発掘、磨き上げ、活用等の支援：962千円
（有識者・職員派遣、事務費）

（３）県負担・補助率の考え方

　　県内全域を対象にした観光地支援事業であり、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無

　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	613
	有識者費用弁償、職員旅費

	需用費
	611
	資料等作成、リーフレット制作

	役務費
	108
	郵送料、電話代

	その他
	1,168
	報償費1,014（有識者謝金等）、使用料154（会議室借上げ費）

	合計
	2,500
	


	　決定額の考え方　

　過去の執行額を考慮し、所要額を計上します。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
岐阜県長期構想

Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

３　地域の魅力を高め、観光交流を拡大し、消費を増やす

　　（地域の魅力を高めるために）
岐阜県観光振興プラン
（２）後年度の財政負担
岐阜県観光振興プラン第２ステージの期間である平成２９年度まで継続
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　宿泊滞在型観光地としての魅力をさらに高めるため、個々の観光資源のブラッシュアップを図る。
第１ステージ（H20-H24）観光資源の掘り起こしとブランディング <点の拡大>
第２ステージ（H25-H29）「清流の国ぎふ観光回廊」づくりの推進 <点から線へ>
第３ステージ（H30-   ）「清流の国ぎふ観光回廊」の定番化 <線から面へ>


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	観光消費額


	－億円
（H  ）
	2,372億円
（H23）
	2,460億円
（H24）
	2,460億円
（H24）
	3,000億円
（H29）
	82.0％


	観光入込客数


	－万人

（H  ）
	3,589万人

（H23）
	3,619万人

（H24）
	3,619万人

（H24）
	4,500万人

（H29）
	80.4％

	宿泊客数

（延べ人数）
	－万人

（H  ）
	  558万人

（H23）
	  583万人

（H24）
	  583万人

（H24）
	 600万人

（H29）
	97.2％



  ※平成23年度から集計方法を変更したため、それ以前の結果とは比較不可能
（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

平成２５年度は、有識者派遣として、２件実施した。



（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　平成２５年度、広域的な連携・役割分担による「観光回廊づくり」を推進する取組を支援した結果、地域主体による広域的連携の重要性が浸透した。翌年度以降も同様の取組がさらに加速し、宿泊滞在型観光の推進が見込まれる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	宿泊滞在型観光を推進するために、岐阜の宝ものなど新たな観光資源と主要観光地等が連携する活動に有識者等を派遣し、そこで生まれた成功事例や課題等を共有することで、観光資源間の連携を深める必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　○
	本事業実施により、観光資源の魅力向上にむけた地域主体の取組を推進することができる。


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

△

	観光資源の魅力向上にむけた地域主体の取組のなかでも、近年注目されている着地型体験プログラム造成への支援を進める必要がある。




（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
滞在時間や宿泊日数を高めるためには、地域主体による観光資源の魅力向上や観光資源間の連携が重要であるが、なかでも、近年注目されている着地型観光は魅力ある観光地のために今後不可欠なものとなる。

そのため、有識者等を派遣することで観光資源の魅力向上や着地型体験プログラム造成の取組を支援する。また、そこで生まれた成功事例や課題解決の手法、ノウハウを共有し、地域主体の取組みを強化する。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
滞在時間、宿泊日数を増加させ、観光消費額を拡大するために、地域主体の取組を支援することにより、重層的な観光圏づくりを推進する。

また、各地域の取組の成果を共有するだけでなく、新たに創出された旅行商品など旅スタイルを情報発信する必要がある。


